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全国20の政令指定都市における
病児・病後児保育施設の利用と
感染症発生動向との関係について

江原　　朗
広島国際大学

産後ケアと行政との情報共有事例に
ついて
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【背景】
令和2年の国勢調査によると、6歳以下人口は474万人であ
り、その6割弱に相当する272万人が令和5年4月現在、保
育所等を利用している。しかし、一般の保育所は微熱など
の軽微な症状を有する乳幼児の登園を原則として認めて
いない。一方、乳幼児は感染症などの急性疾患に罹患しや
すく、月あたり平均約2回（/月・人）は医療機関を訪れてい
る。したがって、子どもの病気により、月に数回は親族や
友人などに病児の保育を依頼したり、保護者のいずれか
が欠勤する必要が生じたりしている。こうした背景を受け、
軽度な疾患に罹患した乳幼児を対象とした病児保育事業
が整備されてきた。こうした保育の利用は感染症の流行に
よって大きく変化することが指摘されているが、その利用
の変化に関する定量的な解析は十分に行われていない。
一方、市町村は病児保育事業の主体としてこうした保育施
設に交付金を支給しており、利用者数を把握している。ま
た、政令指定都市は保健所を設置し、市域の感染症発生
動向を把握している。そこで、全国20の政令指定都市を対
象とし、新型コロナウイルス感染症流行前・流行中に分け
て乳幼児がかかりやすい感染症の発生動向と病児・病後
児対応型保育の利用との関係を定量的に解析することに
した。
【方法】
新型コロナウイルス感染症の流行前・流行中に分けて、従
属変数を全国20の政令指定都市のおける病児・病後児対
応型保育施設の月ごとの利用者数、独立変数を各市のイン
フルエンザ定点、小児科定点および眼科定点で把握される
感染症の発生報告数（例数/定点・月）、6歳以下人口、病
児・病後児保育の定員（実数）として重回帰分析を行った。
【結果】
新型コロナウイルス感染症流行前においては、病児・病後
児対応型保育施設の利用者数と、インフルエンザ、咽頭結
膜熱、手足口病、突発性発しんの定点・月ごとの発生報告
数と正の相関がみられた。一方、流行中においては、イン
フルエンザ、RSウィルス感染症、咽頭結膜熱、A群溶血性
レンサ球菌咽頭炎、感染性胃腸炎、手足口病、ヘルパンギ
ーナ、流行性耳下腺炎、急性出血性結膜炎の発生報告数
と正の相関がみられた。
【結論】
病児・病後児保育施設の利用者数は、定点把握感染症
（特に、インフルエンザ、RSウィルス感染症、咽頭結膜熱、
手足口病など）の発生動向と有意な相関が見られた。
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【目的】
健やか親子 21（第2次）の基盤課題である「切れ目ない妊
産・乳幼児への保健対策」における産後ケア事業の役割
を明確にするため、産後ケア施設と行政（市保健センタ
ー）と情報共有し支援した事例について分析を試みた。
【方法】
令和5年1月から12月までに、当産後ケア施設を利用した0
～5か月の子どもを持つ母親の実人数277名のうち、市と
情報共有を行った60名を対象とした。利用前に市から情
報提供があった内容、利用中または利用後に当施設から
市へ情報提供した内容を、バイオサイコソーシャルの視点
から身体（①母の体調不良②早産や児の疾患③児の体重
フォロー）、心理（④母のメンタルの不調⑤母のメンタル既
往）、社会（⑥サポート不足⑦夫のメンタル）に分類した。
【結果】
市と連携を図った中で、身体では③児の体重フォローが最
も多く、次いで①母の体調不良②早産や児の疾患であっ
た。心理においては、④母のメンタルの不調が多く、次い
で⑤母のメンタル既往であった。社会においては、⑥サポ
ート不足が多く、次いで⑦夫のメンタルであった。①母の
体調不良には、高血圧やメンタルからくる胃腸症状等があ
げられた。②早産や児の疾患に関しては、繰り返す尿路感
染や気管軟化症があった。③児の体重フォローに関して
は、当施設利用中に母乳量の変化や児の哺乳瓶拒否がみ
られ、利用期間終了後に体重の変化が見込まれる児に関
して、乳児健診でフォローするよう当施設より依頼する事
例があった。④母のメンタルの不調に関しては、健診時の
EPDS高値や育児に対する不安の訴え、新生児訪問時や
当施設利用中の感情失禁等が含まれていた。⑤母のメン
タル既往では、職場でのストレスによる適応障害、第一子
出産後の産後うつ等があった。⑥サポート不足では育児
支援者が夫のみであったり、要介護の家族がいるという
状況があった。⑦夫のメンタルに関しては、夫のうつ既往
や育児に関して神経質になっている事例があった。
【考察】
産後ケア施設を利用する母子には、バイオサーコソーシャ
ルそれぞれの面で多様な問題を抱えていることが示唆さ
れた。産後ケアにおいては、母子が利用終了後も相談先を
持つことができ、社会で孤立しないよう、小児科や精神科、
心療内科、育児ヘルパー等の社会資源、子育て広場といっ
た機関に行政（市保健センター）と情報共有しながら支援
につなぐことが重要であると考えられた。
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部活動の地域移行と子ども支援：
音楽を中心とする教育実践に基づいて
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【目的】
日本におけるオンライン個別相談の有用性と課題を先行
文献より整理し、今後の相談の在り方について検討する。
研究方法：検索は、医学中央雑誌Web版（Ver5）、CiNii、
J-STAGE 、Google scholarを用いて2023年8月に行った。
検索キーワードは「オンライン」「個別相談」「遠隔相談」
「リモート」「SNS相談」「LINE相談」「メール相談」等と
した。その結果、1388件を抽出し、表題と抄録の精査し、
85件を本文精読し目的に合致した10件を分析対象とした。
対象論文を「ツールの分類」「タイトル・研究者」「発行
年」「種類」「研究目的」「研究対象」「メリット」「デメリッ
ト」の項目に整理して一覧表を作成し、概観した。
【結果】
文字通話、音声通話、ビデオ通話の3つに分類できた。
メリットは、文字通話では、時間や場所の制約がないこ
と、自分のペースでできること、匿名性が担保できること、
文字を見返すことで自分の気持ちの整理にできること等
があった。音声通話では、決まった相手に話を聞いてもら
うことで安心感があった。ビデオ通話では、物理的障壁
がないことで、遠方であっても相談することができ、経済
対的な負担の軽減などが挙げられた。
デメリットは、文字通話では、相談者の身体的・心理的
状態により行為自体が負担になっていたこと、双方の顔
や表情が見えないことにより言葉の意味を誤って解釈す
ることが双方に起こりえること、緊急性がある相談に瞬
時に返答できないことであった。ビデオ通話では、会話
の衝突による諦めや中断の傾向が高く，視線の不一致に
よる会話の困難さがあること、環境面の整備であった。
共通の課題として、相談者と相談を受ける側のメディアリ
テラシーを身に着けること、相談を受ける側は相談者の
意図を読み取る力を高めることであった。
【考察】
今後はICTの活用が普及していく中で、オンライン個別
相談の需要が拡大することが推測される。そのため、個
別相談における相談者の匿名性を担保することや相談者
と相談を受ける側のメディアリテラシーを向上することが
望まれる。また、相談を受ける側は、専門的知識やコミュ
ニケーション能力などのスキルを高めることが必要であろ
う。今後は、社会情勢や相談内容の多様化に対応すべく、
相談者のニーズに応じた包括的な支援体制の構築が求
められる。
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　2019年1月に中央教育審議会により答申された「新しい
時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構
築のための学校における働き方改革に関する総合的な方
策について（答申）」（第213号）において、部活動は必ずし
も教師が担う必要のない業務に位置付けられ、部活動を
将来的に学校単位から地域単位の取組にし学校以外が担
うことも積極的に進めるべきという考え方が示された。
2022年には文部科学省により策定された「学校部活動及
び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガ
イドライン」において、部活動の地域移行の達成時期に関
して、地域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す
ことが記された。また、文化庁は、「文化部活動の地域移
行に関する検討会議提言について」で、休日の部活動から
段階的に地域に移行し、達成時期として2025年度末まで
と設定している。
　部活動の地域移行に係る先行研究では、地域移行や在
り方が問われたり、音楽に特化した動向が報告されたり、
部活動の持続可能性、モデルの構築や、課題等について
検討されてきた。筆者が地方自治体の公立中学校にで調
査した吹奏楽部に特化した結果では、資源等の相違によ
る活動に関する地域間格差への懸念、費用や送迎等の家
庭負担の増大と相対的貧困家庭等の子どもへの影響、部
活動があるから登校できている等の支援を必要とする生
徒への対応の必要性といった子ども支援に係る課題があ
ることが明らかにされた。部活動の地域移行に関しては、
中山間部や島嶼部等を中心に人材確保が困難であったり、
国の補助を得ても地方自治体や家庭の経済面を含む負担
が増大したりといった課題が指摘されつつある。
　本報告では、部活動の地域移行に係る動向および特性
を基に、学校が実施する「学校間連携」、学校から地域に
移行する「自治体連携」、学校を含む「地域連携」毎に、
経済的負担や人材確保といった課題をふまえた実施、学
校と地域及び子どもや家庭との関係に係る内容等の特性
を挙げると共に、部活動の地域移行に係る課題の解決に
関して、「地域間格差」並びに「経済的支援」に係る動向
を中心に、子どもの意思を尊重した活動を支援し、学校を
包摂する地域の関係づくりを発展させるなど、部活動が果
たす役割を継承することに加え、部活動を通して子どもと
地域を発展させる環境づくりを推進する取組や仕組を含
めて報告する見通しである。
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